
事業計画№

1 No.1 実施期間

15,358,000 R5.12.8～R6.4.26

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 15,358,000

一 般 財 源 0

2 No.2-1 実施期間

21,642,804 R6.1.22～R6.12.28

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 21,520,000

一 般 財 源 122,804

3 No.2-2 実施期間

1,110,000 R6.1.22～R6.12.28

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 1,110,000

一 般 財 源 0

4 No.2-3 実施期間

53,406,723 R6.1.22～R6.12.28

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 53,406,000

一 般 財 源 723

【町実施事業（12事業)（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業計画実施分）】

町

民

物価高が続く中で新たに令和６年

度住民税非課税世帯等となった世

帯への支援を行う。

【R6.1月専決、R6.6月補正、

　R6.7月専決】

【物価高騰対策支援給付金

　　　　　　　（新たな非課税世帯等）】

　R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯

　251世帯×100千円=25,100千円

　のうちR6年度計画分（5,200千円）

　R6年度に新たに住民税非課税世帯

　となった世帯

　163世帯×100千円=16,300千円

【物価高騰対策支援給付金（事務費）】

　R5事務費　583,903円

　のうちR6年度計画分（3千円）

　R6事務費　139,804円

物価高騰対策支援給付金事業

（新たな非課税世帯等）
内容 財源内訳（単位：円）

物価高騰対策支援給付金事業

（こども加算）
内容 財源内訳（単位：円）

町

民

物価高が続く中で子育てをしてい

る低所得世帯への支援を行う。

【R6.6月補正、R6.7月専決】

【物価高騰対策支援給付金】

　№2-1に該当する世帯の18歳以下の

　子ども加算

　22人×50千円=1,100千円

　

【物価高騰対策支援給付金（事務費）】

　R5事務費　123,737円

   のうちR6年度計画分(10千円)

総事業費

町

民

定額減税可能額が令和６年分推計

所得税額または令和６年度分個人

住民税額を上回るものに対し上回

る額の支給を行う。

【R6.6月補正、R6.7月専決】

　【定額減税補足給付金】

　対象者：2,118人

　給付金　49,570千円

　【定額減税補足給付金（事務費）】

　事務費　3,836,723円

　 職員手当等（時間外手当）　   93,769円

　 需用費（消耗品、封筒印刷） 698,363円

　 役務費（後納郵便代）　 　　184,591円

　 委託料（システム改修）　  2,860,000円

総事業費

令和６年度　物価高騰対策に伴う苓北町支援策の実施状況

物価高騰対策支援給付金事業

（住民税非課税世帯）
内容 財源内訳（単位：円）

定額減税補足給付事業 内容 財源内訳（単位：円）

総事業費

町

民

物価高が続く中で低所得世帯への

支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

【R5.12月補正】

【物価高騰対策支援給付金】

　R5年度分の住民税非課税世帯

　1,089世帯×70千円=76,230千円

　のうちR6年度計画分（15,358千円）

総事業費
福祉保健課

税務住民課

税務住民課

税務住民課
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5 No.6 実施期間

549,000 R6.1.22～R6.12.28

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 549,000

一 般 財 源 0

6 No.7 実施期間

42,160,000 R7.1.20～R7.3.31

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 31,866,000

一 般 財 源 10,294,000

7 No.11 実施期間

487,000 R6.4.1～R7.3.31

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 457,000

一 般 財 源 30,000

8 No.12 実施期間

7,088,000 R6.4.1～R7.3.31

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 6,000,000

一 般 財 源 1,088,000

9 No.13 実施期間

6,250,000 R6.4.1～R7.3.31

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 5,000,000

一 般 財 源 1,250,000

農産物輸送費補助事業 内容 財源内訳（単位：円）

農

業

協

同

組

合

・

農

業

者

資材・燃料費・輸送費高騰の影響

を受けている農業者に対し輸送費

の一部を支援する。

【R6当初】

【農産物輸送費補助金】

　農産物の輸送費のうち値上がり分に

　対する補助：補助率50%

　補助金　6,250千円

総事業費

農業省力化生産資材導入支援事業 内容 財源内訳（単位：円）

農

業

協

同

組

合

資材・燃料費・輸送費等の高騰の

影響を受けている農業者の負担軽

減、経営安定、規模拡大を目指

す。

【R6当初】

【農業省力化生産資材導入支援

　　　　　　　　　　　　　事業補助金】

　省力化を図るための生産資材（生分解性

　マルチ）購入費補助：補助率40%

　補助金　7,088,000円

総事業費

公

共

交

通

事

業

者

燃料・人件費・物価高騰の影響を

受けている天草エアラインを支援

し、安定運航・維持を図る。

【R7.3月補正】

【天草エアライン運行維持確保

　　　　　　　　　　応援事業補助金】

　全体事業費　39,254千円

　苓北町負担分　2.48%

　補助金　487千円

総事業費

公共交通応援事業（天草エアライ

ン運行維持確保応援事業）
内容 財源内訳（単位：円）

№２事業（事務費） 内容 財源内訳（単位：円）

町

民

№1の交付限度額を№２の事業へ

横出し
№2-1～№2-3の事業の事務費へ充当

総事業費

物価高騰対策支援給付金事業 内容 財源内訳（単位：円）

町

民

物価高が続く中で令和６年度住民

税非課税世帯への支援を行う。

【R7.1月専決】

【物価高騰対策支援給付金】

　Ｒ６年度分の住民税非課税世帯

　1,250世帯×30千円=37,500千円

　当該支給世帯における18歳以下の

　子ども加算

　90人×20千円＝1,800千円

【物価高騰対策支援給付金（事務費）】

　事務費　2,860千円

総事業費

税務住民課

企画政策課

農林水産課

農林水産課

福祉保健課
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10 No.14 実施期間

1,026,000 R6.4.1～R7.3.31

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 900,000

一 般 財 源 126,000

11 No.15 実施期間

1,248,000 R6.4.1～R7.3.31

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 1,050,000

一 般 財 源 198,000

12 No.16 実施期間

1,425,000 R6.4.1～R7.3.31

国 庫 補 助 金 0

県 交 付 金 0

臨 時 交 付 金 1,300,000

一 般 財 源 125,000

151,750,527

臨 時 交 付 金 138,516,000

一 般 財 源 13,234,527

運送事業者原油価格高騰対策事業 内容 財源内訳（単位：円）

運

送

事

業

者

原油価格高騰の影響を受けている

運送事業者に対して燃料費の一部

を支援する。

【R7.3月補正】

【運送事業者原油価格高騰

　　　　　　　　　　対策事業支援金】

　所有台数に応じた支援

　一般貨物自動車及び特定貨物自動車

　　40千円×33台=1,320千円

　タクシー

　　15千円×7台=105千円

総事業費

漁業燃油価格高騰対策事業 内容 財源内訳（単位：円）

漁

業

者

燃油の高騰の影響を受けている漁

業者に対して漁船用燃油の購入費

の一部を支援する。

【R6当初】

【漁業燃油価格高騰対策事業費補助金】

　燃油価格のうち価格高騰分に対する

　補助：補助率50%

　燃油（軽油及びＡ重油）

　補助金　1,248千円

総事業費

家畜輸送費補助事業 内容 財源内訳（単位：円）

熊

本

県

畜

産

農

業

協

同

組

合

畜産資材、飼料等高騰の影響を受

けている畜産農家に対し家畜輸送

費の一部を支援する。

【R6当初】

【家畜輸送費補助金】

　家畜の輸送費のうち農家負担分に

　対する補助：補助率50%

　補助金　1,026千円

総事業費

財源内訳（単位：円）

合計

総事業費

農林水産課

農林水産課

商工観光課
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